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論 文 内 容 の 要 旨 
 日本企業の品質管理は、TQC、「QCサークル」、「カイゼン」というキーワードと通じて、海外で高い注目を集
めてきた。この「日本的品質管理」方式は、日本企業が広く共有するアプローチとして、国際比較上特異な特
徴として認識されてきたが、その理由は製造現場の技能者たちが現場の問題点を出し合って、それを共同で解
決していく点にあった。作業方法の考案や修正といった計画的業務は、スタッフの職能であり、現場技能者が
関与しないのが海外の通例だったためである。この点を日本企業の品質管理システムの特徴とし、そのような
仕組みがどのように形成され、また機能しているかについて検討し、このシステムを生みだした基盤について
考察している。 
 日本企業の品質管理システムは、大量生産方式とライン・アンド・スタッフ組織（以下、ライン・スタッフ
制）の導入を成立の前提としている。管理図等の統計的手法によって工程状態を維持するという統計的品質管
理（SQC）の導入には、作業の標準化がすすめられる必要があるためで、それはタクト・タイムを強制的に維持
するベルト・コンベアが導入されたシステムを通じて初めて可能になるためである。また労働編成においては、
手工的熟練をもつ万能役付工である職長の権限を排除し、その生産計画的職能をスタッフ部門に集中するライ
ン・スタッフ制を前提する。この職場組織と経営組織の変更が日本的品質管理システムの形成に関わっており、
量産体制成立期を研究対象にする理由である（第２章）。 
 第３章では、SQCの日本への紹介と導入過程について扱っている。戦後GHQの技師やアメリカより来日した専
門家、日本科学技術連盟等を通じ、SQCへの理解は次第に深められていったが、来日した専門家が品質管理をス
タッフの責任で行うことを提案したにも関わらず、導入した諸企業においては、各工場に配置された担当者の
もと、ラインの管理者にまで指導・教育を行っていく。そうしたなかで、一方で生産の遂行に責任を負うライ
ン職制が品質管理にも責任を負う独自の方式が普及する。 
 第４章は、戦後の自動車工場の変化を工程別従業員数の変化から考察している。自動車の製造には、鋳造、
鍛造、機械加工、プレス加工、塗装、組立、検査等の工程があるが、各工程の従業員数の変化を分析すること
で、自動車工業における大量生産体制がどのように整備、確立していったかを推定した。そのなかで、1960年
代前半を通じて乗用車専用工場が建設されていくなかで、日本において大量生産体制が成立したことが数量的
データで示された。 
 第５章では、トヨタ自動車を事例に、品質管理の導入過程を考察した。1960年代前半、トヨタは本社、工場、
製造現場のレベルで、ライン・スタッフの新たな職務権限体系を確立し、品質保証にわたる計画的職能から遂
行的職能についての一連の体系をつくりあげた。その体制は、検査作業のような遂行的職能に近い職務を本社
スタッフから工場に業務移管、権限委譲していく一方、工場から収集されたデータを本社スタッフがコスト計
算し、ラインの一層の改善活動のための重要品質項目として整備するというものであった。 
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 こうしたラインによってになわれる改善活動の実態が第６章の内容である。そこでは、単にライン部門だけ
で品質管理のすべて（PDCAサイクル）が遂行されるのではなく、現場技術スタッフ（技術員室）による不良低
減・精度向上のための要因解析が一連の流れのなかで重要な役割を担っていることが明らかにされた。またラ
イン監督者は作業標準の改訂、QC工程表の改訂というスタッフ的職能を担っていて、これがラインの職務とさ
れるために、一般技能者を改善活動に巻き込んでいくQCサークル活動が成立しうることを示した。またQCサー
クルが業務組織の単位で行われ、経営の主導性のもとに展開していったことを示し、先行研究の強調点と異な
った見解を提示した。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 日本製品の国際競争力が、その品質の高さにあることは多くの研究者の認める所である。それゆえ、この高
品質がいかにして達成されてきたかについては、日本の製造業の国際競争力を研究する場合、避けて通れない
テーマの１つであった。多くの場合、日本的生産システムの研究の中で、しかもトヨタ自動車工業株式会社（以
下、トヨタ自工と略）を対象にして、多くの研究が蓄積されてきた。JIT方式やQCサークル活動・提案制度に注
目した研究をあげることができよう。本論文は、日本製品の高品質がどのように確保されてきたかを明らかに
すべく、現場作業者の位置づけや自発的とされるQCサークルの運営について、品質問題の解決を迫られた1960
年代のトヨタ自工に的を絞って、緻密な実証分析をしている。ともすれば、製造現場の一般作業者の「構想力」
を強調しがちな先行研究を再検討する意欲作といえる。本論文は以下のように６つの章で構成されている。 
 第１章では、通説を踏まえた上で、課題設定を行い、先行研究を整理している。 
 第２章では、トヨタ生産方式の源流に関する研究として和田一夫と前田裕子の研究を検討し、さらに大量生
産の成立期の重要性から、自動車製造業の1960年代前半に着目する。 
 第３章では、統計的品質管理の日本企業への紹介・導入について、H･M･サラソン、W･E･デミング、J･M･ジュ
ランの講演等を取り上げるとともに、月刊誌『品質管理』を用いて日本側の品質管理担当者の反応と動向が具
体的に検討されている。 
 第４章では、品質課題の所在を確認するために、急拡大する日本の自動車製造業における労働力構成の変化
を検討している。資料としては、労働省の『労働生産性調査報告（自動車製造業）』各年版を用いている。 
 第５章では、トヨタ自工の品質管理組織の形成について、「本社スタッフと工場組織」、「工場スタッフと製造
部門」という２つの軸を念頭に、現場の作業員とは異なる技術員室、検査係等、品質管理体制の整備を検討し
ている。分析は、トヨタ自工がデミング賞実施賞に応募するために作成した未公表資料（『品質管理実情説明書』
３冊）を駆使し、精緻である。 
 第６章では、製造現場における品質管理に深く関わってきたQCサークルの運営について分析している。それ
によれば、QC工程表の作成や品質に関する規格製造基準の策定は、基本的に技術員室のQCスタッフによって行
われるが、それを前提とした管理水準をさらに高めることが現場の作業員が参加するQCサークルで追求される。
つまり、現場作業員は、自らに課される規格製造基準を前提とした上で、その範囲内のより厳しい管理水準の
追求を品質確保のためにQCサークルを通じて行うという、限定的ではあるが重要な役割を担っていることが明
らかにされた。デミング賞実施賞受賞後の公表資料（『1965年度デミング賞実施賞受賞者報告講演要旨』）を用
いて詳細に分析している。 
 本論文の最大の功績は、現場の一般作業員とそのQCサークルの役割範囲を明確にしたことである。そのため
に、品質管理組織（ライン・アンド・スタッフ組織）の整備と品質基準の設定をどこ（だれ）が行うのかにつ
いて明確にしたことである。本論文のタイトルが「日本企業の品質管理システムの形成と成立基盤」であるこ
とから、トヨタ自工の研究だけでどこまで日本企業の品質管理システムの形成が明らかにされているのか、と
の疑問が当然生じるが、今後より多くの企業を分析することにより、上記疑問に応えることになろうが、その
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第一歩として大きな成果を挙げたことは評価してよかろう。また、現場の能力を現場の一般作業員に限定して
よいのか、との疑問もあろう。一般作業員のほか、技術員室、検査係、現場の班長・組長・工長（係長）をも
含めた現場の総合力の評価もあってよかろうが、先行研究が製造現場のライン労働者である一般作業者の役割
を高く評価してきたことから、本論文で一般作業員の役割範囲を明確にしたことは意義のあることである。ま
た、第４章については、労働者構成の経年変化の意味をより明確にするためにも、生産設備の変化、販売台数
の変化、車種数の変化等も併せて検討することが望まれた。 
 以上のような疑問点や本論文から引き出される系論のいくつかを指摘できるが、それらは本論文が明らかに
した上記内容の意義と貢献をいささかも損ねるものではない。本論文の成果と緻密な研究スタイルを踏まえれ
ば、今後の成長を十分に期待できる。 
 以上の理由により、論文審査委員会は、全員一致して本論文が博士（経営学）の授与に値するものであると
判断した。 
